寿都町公設民営塾運営規則

（趣旨）
第1条 この規則は、北海道寿都高等学校を存続させるため、高校生及び中学生の学習意欲の高揚、学習習慣と基礎学力の定着と向上、更に生涯にわたる学習基盤を身につけ、ふるさとに対する「誇り」の醸成を図り、将来に地域を担う人材育成を目的に寿都町公設民営塾（以下「公設民営塾」という。）を開設し、その運営に必要な事項を定めるものとする。
　（事業の実施主体）
第２条　事業の実施主体は、寿都町教育委員会（以下「教育委員会」という。）が行う。
２　教育委員会は、その業務の全部又は一部を適切な事業運営が確保できると認められる法人等（以下「事業者」という。）に委託できるものとする。
３　前項の規定によりその業務委託した場合においては、第１６条に規定する「教育委員会」とあるのは「事業者」と読み替えるものとする。
　（名称及び位置）
第３条　公設民営塾の名称及び位置は、次のとおりとする。
　（１）　名　称　寿都町公設民営塾
　（２）　位　置　寿都郡寿都町字新栄町１０４番地
　（事業）
第４条　公設民営塾は、次に掲げる事業を行う。
　（１）　公設民営塾の利用許可を受けた者（以下「利用者」という。）に対する学力向上のた　　　めの講習及び学習指導
　（２）　利用者に対する進学や進路指導等の各種相談、助言
　（３）　利用者に対する必要に応じた学習サービスの利用援助
　（４）　その他、教育委員会が特に認めるもの
（利用者の範囲）
第５条　公設民営塾を利用することができる者は、北海道寿都高等学校及び寿都町立寿都中学校に在籍する生徒を対象とする。
２　前項に定めるもののほか、教育委員会が認めるもの。
　（利用の申込み）
第６条　公設民営塾を利用しようとする者は、寿都町公設民塾利用申込書（別記様式第１号）により教育委員会に申込しなければならない。
　（利用の許可等）
第７条　教育委員会は、前条の規定に基づく申請を受理したときは、その内容を審査のうえ利用の許可又は不許可を決定し、寿都町公設民塾利用許可（不許可）通知書（別記様式第２号）を交付するものとする。
　（利用許可の中止・休止）
第８条　利用者が、利用を中止又は休止するときは、寿都町公設民塾利用（中止・休止）届出書（別記様式第３号）により、教育委員会に届出なければならない。
　（利用権の譲渡等の禁止）
第９条　利用者は、公設民営塾を利用する権利を他に譲渡し、又は転貸してはならない。
　（利用の制限）
第１０条　教育委員会は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用の許可を取り消し、若しくはその内容を変更し、又は当該利用を中止させることができる。この場合おいて、当該利用者が損害を受けることがあっても、教育委員会はその責めを負わない。
　（１）　この規程に違反したとき。
　（２）　公の秩序又は善良な風俗を乱す恐れがあるとき、又は集団的に若しくは常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがある組織及び構成員の利益になると認められるとき。
　（３）　建物及びその備付物件を毀損し、又は滅失するおそれのあるとき。
　（４）　公設民営塾の管理上支障があると認められるとき。
　（５）　教育委員会の指示に従わず、又は許可された目的以外に利用したとき。
　（利用者の遵守事項）
第１１条　利用者は、次の事項を守らなければならない。
　（１）　公設民営塾内の決まりを守ること。
　（２）　施設、設備、備品等を滅失し、又は毀損したとき。
　（３）　施設の整理整頓に心がけること。
　（４）　施設内の風紀及び秩序を乱さないこと。
　（５）　前４号に掲げるもののほか教育委員会が指示する事項
（開所日及び開所時間等）
第１２条　公設民営塾の開所日及び開所時間等は、次のとおりとする。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、この限りではない。
　（１）　開所日.
　　　　　原則として、月曜日から土曜日までとする。
　（２）　開所時間
　　　　ア　学校開業日　　午後３時から午後１０時までの時間
　　　　イ　学校休業日　　午前１０時から午後８時までの時間
　（３）　閉所日
　　　　ア　日曜日
　　　　イ　国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日
　　　　ウ　夏期休講日　　８月１２日から８月１６日までの間において教育委員会定める日
　　　　エ　冬期休講日　　１２月３０日から翌年の１月３日までの間において教育委員会が定める日
　（受講料）
第１３条　公設民営塾を利用する者の受講料は、別表に定める額とし、寿都町が発行する納入通知書により月末までに納入するものとする。
２　次の各号に定める月の途中で利用又は中止した場合の受講料は２分の１とする。
　　　ア　１６日から末日の利用
　　　イ　１日から１５日の中止
　（受講料の還付）
第１４条　既に納めた受講料は還付しない。ただし、教育委員会が正当な理由があると認めたときは、その一部又は全部を還付することができる。
　（損害賠償）
第１５条　公設民営塾の建物、設備その他の備品を毀損し、又は滅失し者は、それにより生じた損害を賠償しなければならない。ただし、教育委員会が特別の理由があると認めたときは、賠償額を減額し、又は免除することができる。
（事業の利用に当たっての留意事項）
第１６条　 利用者又はその家族の感染症の発生により、他の利用者への感染する恐れがあると認められた場合は、教育委員会は利用者に対して休講を命ずることができる。
（事業者の秘密の保持）
第１７条　第２条第２項の規定に委託を受けた事業者は、その業務上知り得た利用者及びその家族の個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）その他関係法令等を遵守するものとする。
２　事業者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏らしてはならない。
３　事業者の職員であった者に、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させるため、事業者の職員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、職員との雇用契約の内容とする。
４　事業者は他の関係機関に対して、利用者又はその家族の個人情報を用いる場合は、あらかじめ文書により当該利用者又はその家族の同意を得る。
　（事故の措置）
第１８条　事業者は、公設民営塾を利用した者に事故が発生したときは、速やかに教育委員会へ報告するとともに、事故発生の原因を調査し、事故の発生を防止するための適切な措置を講ずるものとする。
　（委任）
第１９条　この規則に定めるもののほか、公設民営塾の運営に関し必要な事項は教育委員会が別に定める
　　　附　則
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